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１ 趣旨

現在新城市（以下「市」という。）では各学校の給食室で学校給食を調理していま

す。しかし、施設の老朽化、慢性的な調理員不足、給食食材の配送等の課題から給食

の継続実施が難しくなりました。そこで「新城市学校給食施設整備方針」を策定し、

新たに共同調理場を整備することとしました。

共同調理場の調理業務は、高度な衛生管理体制や大量調理のノウハウが必要となり

ます。そこで効率的に運営するにあたり、民間事業者の豊富な人的資源やノウハウを

活用し安定的な給食提供を実現するため、委託候補者を次のとおり、公募型プロポー

ザル方式により、選考及び決定します。

２ 委託内容

⑴ 委託業務名

新城市学校給食調理等業務委託

⑵ 業務内容

Ａ 共同調理場建設に係るアドバイザリー業務

Ｂ 共同調理場運営業務（共同調理場方式）

Ｃ 共同調理場運営業務（親子方式）

Ｂ、Ｃの業務内容は以下のとおり

（ア）調理業務等

（イ）配送及び回収業務

（ウ）残食集積計量処理業務

（エ）配膳業務

（オ）施設及び設備の清掃及び点検業務

（カ）設備機器等の管理及び点検業務

（キ）衛生管理業務

（ク）上記業務に附帯する業務

※その他詳細については新城市学校給食調理等業務委託仕様書（以下「仕様書」

という。）のとおり

⑶ 履行場所

Ａ 新城市字東入船１１５番地他

Ｂ 新城市立給食センター（仮称）新城市川路字萩平１番地１５８他３筆

Ｃ 作手小学校調理場 新城市作手高里字縄手上３２番地

※上記業務内容（イ）、（エ）の履行場所については、仕様書を参照のこと。

⑷ 契約期間

契約締結日の翌日から令和１１年８月３１日まで

※地方自治法第２１４条の規定による債務負担行為を設定済

※上記期間は業務の全体期間となるので各業務の履行期間は仕様書にて確認

すること。

⑸ 委託料の上限概算金額

総事業費 金１，６０６，５１８，９２５円以内（消費税10％を含む）
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※８年間のＡＢＣの業務の総額

３ 参加資格要件

プロポーザルに参加できる者は、委託業務を効果的かつ効率的に実施することが

できる法人であって、次に掲げる事項を満たす者とする。

⑴ 愛知県内に事業所（本社、本店、支店又は活動拠点）を有していること。

⑵ 新城市入札参加資格者名簿に登録されていること。

⑶ 公告の日から見積執行の日までの期間において、新城市請負契約に係る指名停

止等の措置要綱（平成１７年１０月１日）に基づく指名停止の措置及び新城市が

行う事務及び事業からの暴力団排除に関する合意書（平成２３年３月３１日新城

市長・愛知県新城警察署長）に基づく排除の措置を受けていないこと。

⑷ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項（同令第

１６７条の１１第１項において準用する場合も含む。）の規定に該当しないこと。

⑸ 学校給食法（昭和２９年法律第１６０号）に規定する学校給食の調理業務につ

いて、過去３年以内に１施設の調理食数が、１日又は１回あたり４，０００食以

上の業務履行実績を有していること。

⑹ 学校給食業務において、食品衛生法（昭和２２年法律第２３０号）に基づく営

業の禁止若しくは停止の処分を応募時に受けていないこと。

⑺ 国税及び地方税を滞納していないこと。

⑻ 製造物責任法（平成６年法律第８５号）の規定による損害賠償責任を履行す

るため、生産物賠償責任保険（ＰＬ保険）に加入している又は加入することが可

能な者であること。

⑼ 学校給食について深い理解を有し、学校給食衛生管理基準（平成２１年文部科

学省告示第６４号）及び大量調理施設衛生管理マニュアル（平成９年３月２４日

厚生労働省衛生第８５号別添最終改正平成２９年６月１６日生食発0616第１号）

を厳守した業務が遂行できること。

⑽ 新城市学校給食基本方針等を十分理解し、新城市が求める学校給食に対して、

対応が可能であること。

４ プロポーザル実施日程

スケジュールは次のとおりとする。

（実施要領、仕様書、その他配布書類をあわせて以下「実施要領等」とする。）

項 目 日 程

公告 令和４年６月１日

実施要領等に関する質問書の受付
令和４年６月１日から

令和４年６月８日まで

質問に対する回答期限 令和４年６月１５日

参加申込書提出 令和４年６月１５日から
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５ 実施要領等に関する質問書提出

⑴ 受付期間 令和４年６月１日午前９時００分から令和４年６月８日午後５時

００分まで

⑵ 受付方法 質問書（様式１）により、電子メールで受付。

なお電子メールの件名については「質問書（学校給食調理等業務委

託）」とすること。

また質問をした旨を電話連絡すること。

番号：０５３６－２３－７６３３

⑶ メールアドレス shinky@city.shinshiro.lg.jp
⑷ 回答期限 令和４年６月１５日

⑸ 回答方法 ホームページに掲載し、その旨を応募事業者すべてにメールで通知

する。

６ 提出書類等

この業務の委託候補者になろうとする者は、書類を提出し選考を受けなければなら

ない。

⑴ 提出書類

ア 参加表明書等（様式２～４）

イ 企画提案書（様式５～１３）

令和４年６月２２日まで

参加資格審査結果通知 令和４年６月２９日頃

企画提案書提出期限 令和４年７月６日

第１次審査（書類審査）及び結果の通知 令和４年７月中旬

第２次審査（プレゼンテーション及びヒア

リング）の実施、審査等
令和４年７月下旬

契約締結 令和４年８月上旬

提出書類 提出時期 部数

様式２ 参加表明書 令和４年６月１５日から

令和４年６月２２日まで

正本１

部様式３ 事業者の概要

様式４ 参加資格要件確認書

提出書類 提出時期 部数

様式５ 企画提案書提出届 令和４年６月２９日から

令和４年７月６日まで

正本

１部

副本

様式６－

１・２

類似業務受託実績に関する報告書
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⑵ 提出書類に関する留意事項

ア 提出書類は、各様式に基づいて作成することを原則とするが、様式に準じた

任意様式での作成も可とする。

イ 副本は写しでも可とする。

ウ 企画提案書については、様式番号ごとにインデックスを貼付し、正本及び

副本共に１部ずつＡ４ファイルに綴じること。

⑶ 書類の配布先、提出先、提出方法

ア 書類の配布

令和４年６月１日から新城市ホームページに各書類を掲載するので、ダウン

ロードして使用すること。

イ 提出先

〒４４１－１３９２ 愛知県新城市字東入船１１５番地

新城市教育委員会 教育総務課 学校給食係

直通電話 ０５３６－２３－７６３３

ウ 提出方法

上記提出先へ直接持参すること。

持参する場合は、土・日曜日及び祝日を除く午前９時００分から午後５時ま

でとする。なお、提出最終日（令和４年６月２２日及び令和４年７月６日）に

ついては正午までとする、

７ 参加資格審査

⑴ 審査方法

市は参加資格要件確認書（様式４）により、この要領に記載している参加資格

要件を満たしているか確認する。

なお、資格不備の場合は失格とする。

⑵ 審査結果

令和４年６月２９日頃に、文書にて通知する。

様式７ 業務実施体制に関する提案書

令和４年６月２９日から

令和４年７月６日まで

１０部

様式８ 研修・教育計画に関する提案書

様式９ 衛生管理に関する提案書 正本

１部

副本

１０部

様式１０ 危機管理に関する提案書

様式１１ 食物アレルギー対応に関する提案

書

様式１２ コスト削減に関する提案書

様式１３ 新城市学校給食基本方針に関する

提案書
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８ 委託事業者選考

⑴ 審査方法

新城市学校給食調理等業務委託プロポーザル評価委員会（以下「委員会」とい

う。）において、別表「企画提案書審査基準」（以下「審査基準」という。）に基づ

き、提出された企画提案書について審査を行う。

ア 第１次審査

第１次審査は書類審査とし、審査基準に基づき委員会の委員が個別評価し、

その点数が高い者から３者を選定する。ただし、選定者が３者に満たない場合、

同得点の者が４名以上いる場合にはこの限りではない。

イ 第２次審査

第１次審査で選定された事業者が、委員会に対してプレゼンテーションを行

い、委員会は、企画提案書又はプレゼンテーションの内容についてヒアリン

グを行う。プレゼンテーション及びヒアリングの詳細については下記のとお

りとする。

①日時・場所

第１次審査の結果通知内で通知する。

②実施時間

５０分程度（説明と質疑応答）

③出席者

３名までとする。

④準備物

プロジェクター、スクリーン、延長コードは市が用意する。その他必要な

ものは各自準備すること。

⑤順番

順番は提案書の受付時にくじ引きにより決定する。

第２次審査において委員会の委員の個別評価で最上位に評価した者を受託候

補者として選定する。なお、同得点の事業者が存在する場合は、委員長が受託

候補者を決定する。

ウ 審査結果は、提案書提出事業者すべてに通知する。ただし、各評価項目の点

数及び評価値を算出するための計算式は、公開しないものとする。

エ 受託候補者として選定された者を優先交渉権者として契約締結の交渉を行

う。なお、当該交渉が不調に至ったときは、順位付けを行った応募事業者の上

位の者から順に契約締結の交渉を行う。

９ その他

⑴ 企画提案書の作成・提出・審査の参加等の一切の経費は、事業者の負担とする。

⑵ 参加表明書提出後参加を辞退する場合は、参加辞退届（様式14）により、企画

提案書提出期限内に市へ提出すること。
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⑶ 参加表明書に記載した担当者を変更する場合には、事前に事務局まで文書によ

り届け出ること。

⑷ 提出された企画提案書の著作権は、原則として当該書類を作成した事業者に帰

属する。ただし、採用された提案書等については市に帰属する。

⑸ 提出された書類は原則内容変更を認めず、返却もしないものとする。また、新

城市情報公開条例の規定による公開請求により公開する場合がある。

⑹ 事業者は複数の提案を行うことができない。

⑺ 参加に関して使用する言語は日本語、単位は計量法（平成４年法律第５１号）

に定めるもの、単位通貨は円、時刻は日本標準時とする。

⑻ 市が提示する資料及び質問に対する回答書は、実施要領等と一体のものとして

同等の効力を有するものとする。

⑼ 次のいずれかに該当した場合は、参加資格は取り消すものとする。

ア 提出された書類等に虚偽の記載をした場合

イ 同一事業者から２通以上の書類提出がなされた場合

ウ 参加事業者の公平性に影響を与える行為があった場合

エ その他実施要領等に示した条件等に違反した場合
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別表

企画提案書審査基準

１ 審査項目及び配点

審査項目 審査内容 配点

類似業務受託実績

１．４０００食以上の学校給食センター調理業務実績

２．配送・配膳の業務実績

３．米飯施設の業務実績

１０

業務実施体制

１．本業務を円滑に実施するための実施体制・配置計画

２．地元雇用

３．従事者の代替確保体制

２０

研修・教育計画

１．開業前における研修・リハーサル計画

２．定期的に実施する研修

３．従事者の教育体制

１５

衛生管理
１．衛生管理に対する考え方

２．衛生管理体制
２０

危機管理

１．食中毒発生防止策

２．異物混入防止策

３．上記事故発生時の原因究明及び再発防止策

４．交通事故等発生時の対応及び再発防止策

４０

食物アレルギー対応
１．アレルギー対応食を安全に提供するための取り組み

２．実施体制
１５

コスト削減

１．配送計画を含めた配送車両の調達に係るコスト削減

２．一括受託することの有利性を活かしたコスト削減

３．光熱水費の削減

１５

新城市学校給食基本方針

１．安全安心な給食の安定的な提供についての対応策

２．食育の推進についての対応策

３．地産地消の促進についての対応策

４．郷土愛を育む献立の充実についての対応策

※各項目についての詳細は別紙「新城市学校給食基本方針に対

する考え方」参照のこと

５０

提案内容全般 提案内容の説得性とプレゼンについて １５


